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研究成果の概要（和文）： 
南九州農業の限界地からの脱却に至るプロセスを、１）JA 鹿児島経済連の産直事業の展開、
２）原料用さつまいもをめぐるでん粉工業と焼酎産業の競争的関係、３）大規模企業的農業経
営の経営戦略、４）条件不利地域のマーケティング手法としての原産地呼称制度や有機農産物
認証制度の活用、５）地域特産物の加工によるショート・サプライ・チェーンの形成、６）農
産物の輸出戦略および観光戦略を巡る課題、を取り上げ解明した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
We clarified the process of overcoming the less-favored condition of Southern Kyushu 
marginal agricultural area on the points such as 1) Direct vegetable marketing strategy 
by JA Kagoshima, 2) Competitive relation between starch industry and shochu industry 
through acquiring material sweet potato, 3) Managerial strategy of large scale business 
farm, 4) The utilization of the system of the indication of origin or organic certification 
for the marketing tools of less-favored area. 5) Creating short supply chain by processing 
the local products, 6) The feature of the exporting and sight-seeing strategy of 
agricultural product. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)「南九州畑作地帯」については、かつて
農業限界地というイメージが広く共有され
ていた。当該地域が抱える限界性とそれが規

定する農業構造を学術的に整理した『限界地
農業の展開』が少なからぬ影響を及ぼしたこ
とを否めない。その研究では、市場遠隔性は
輸送コストの節約を強く求めるために、容積
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の小さい加工原料農産物の生産が中心とな
るほか、先発産地における要素費用（農地お
よび労働力）の高騰により切り捨てられる品
目の導入を待つしかない周辺部産地として
画かれていた。また、畜産についても購入飼
料と枝肉の輸送コストが制約要因となり、企
業型大規模畜産経営の出現が阻まれると予
想していた。 
(2) 昭和 50 年代以降の当該地域では、輸送
インフラの整備や農作業の機械化が進む中
で、温暖な気候を生かした露地野菜栽培が盛
んとなり、野菜の早期大量出荷が実現した。
こうした新しい展開に注目した研究は、南九
州農業においては「限界地規定性」は打破さ
れつつあると記している。とはいえ、同研究
は、他県との生産費・価格の比較分析に基づ
き、依然として比較劣位さを強いられている
ことを示した。 
(3) さらに、近年は、消費者の食品の安全安
心への関心の高まり、食品産業と農業の連携、
企業の農業参入といった新しい動きが見ら
れる中で、この間に、大きく成長した大規模
法人経営を中心に、大型小売店との産直、酒
造業界や冷凍食品企業と連携した多様な青
果物マーケティングの展開などが、地域の社
会的資本や人的資源を広く巻き込んで進展
していることに注目した研究もある。 
(4) 本研究においては、戦後半世紀に渡って
南九州畑作農業が歩んできた道のりを「限界
地農業論」を覆すプロセスとして捉えている。
そして、そのプロセスを「畑作農業の成長メ
カニズム」として取りまとめることを研究の
課題としている。なお、上述の先行研究の成
果を踏まえつつ、以下に述べる新しい視点
（戦略的な産地開発、マーケティング戦略、
経営者能力、人的資源管理など）を加え、よ
り体系づけられた畑作農業経営の成長モデ
ルを構築しようとするものである。 
 
 
２．研究の目的 
(1) 南九州の畑作農業が市場遠隔性や劣悪
な自然条件に順応しつつも、今日の成長に導
いてきたプロセスを一定の視点に基づいて
分析した上で、わが国の畑作農業の成長に資
する新しい理論体系の確立を図ることが目
的である。①限界性を構成する要因の検証と
その変化推移、②限界性を克服するために施
してきた諸制度・施策の有効性、③産地およ
び農業経営自らの戦略的マネジメントによ
る限界性のコントロール、④マーケット環境
の変化と戦略的マーケティング、の 4つの研
究領域を設けている。 
(2) ①と②では、限界性要因のうちどの要
因が取り除かれたのか、また依然として除去
または改善せねばならない要因はどれかを
検証する。さらに、限界性要因の改善に制

度・施策による取組みがもたらした成果また
は問題を明らかにする。 
(3) ③と④に関しては、限界性に立ち向かっ
て、経営者はじめ関連機関や団体自らが独自
かつ差別的に行った意思決定やマーケティ
ング戦略などが当該経営または産地の成長
にどのように貢献したかを明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 実施事項 
経営資源（農地、労働力など）の賦存状況と
その確保および活用実態に関するヒアリン
グ調査 
①ブロック別（薩摩、大隅、島嶼部）の優良
産地および大規模経営における農産物市場
対応の実態調査 
②海外における 1,大規模畑作農場のマーケ
ティング、2,外国人の雇用に関する実態調査 
③大規模畑作経営および産地の実態調査 
明らかにすべきこと 
④南九州畑作地帯における優良産地もしく
は大規模法人農業経営の限界性克服のプロ
セス 
⑤市場遠隔性を意識した、地域農業の組織
化・産地マーケティングや経営組織・経営管
理のあり方について 
 
 
４．研究成果 
(1) 南九州農業の限界地からの脱却に至る
プロセスに大きな役割を果たした野菜の産
地マーケティングの展開を，JA 鹿児島経済連
の産直事業の展開を中心にとりあげ，畑作農
業成長のメカニズムについて、その展開過程
と要因を明らかにした。結論では、近年では
市場遠隔性は野菜の産地形成やマーケティ
ングの制約条件とはならなくなったこと、後
発産地であったことがかえって経済連によ
る一元的なコントロールを可能にし、戦略的
産地マーケティングを取ってきたこと、その
反面、単協レベルの主体的な取組が弱く、
種々のリスクを抱えている可能性を指摘し
た。 
(2) センサスによる南九州畑作農業の特徴
を明らかにした後、南九州農業の象徴的産物
であるさつまいもについて、でん粉工業と焼
酎産業の原料用さつまいもをめぐる需給関
係を明らかにし、澱粉用さつまいもの場合に
は、協議会による需給調整が功を奏している
のに対し、焼酎用さつまいもの場合には、原
料調達を巡ってメーカー、集荷業者、生産者
が錯綜し、競合が激化していることを明らか
にした。このような競争的関係が地域全体と
してみると産地形成を促し、活性化につなが
っているものの、「地域一体的な戦略」にも
とづく Win-Win関係の構築は達成されていな



 

 

いことを明らかにしている。 
(3) 南九州畑作地帯における大規模法人経
営の成立要件について、南九州の企業畑作経
営は，経営者能力の高い経営者が，契約生産
を中心とした生産販売方式により，借地と雇
用拡大による経営耕地面積の大規模化と集
出荷や加工事業など川下への垂直的多角化
を図り，独自の販売ルートを確立し短期間で
の発展を成し遂げていることを明らかにし
た。 
(4) 島嶼農業の視点からは，限界性の克服の
方向，方策について、イタリア・サルデーニ
ャ島を対象とした研究を行い、EU の条件不利
地域政策の有効性、その日本への応用可能性
を明らかにした。 
(5) 鹿児島県の農村振興運動の経験を整理
したのち、有機農業による地域農産物の販売
についてスペインの事例および鹿児島県の
有機農産物の流通について検討し、地域志向
にマーケットが展開していることを明らか
にした。 
(6) 農産物輸出に活路を見出し、輸出国にお
ける日本産農産物の流通実態を検討した。特
に地域ブランド品目である鹿児島黒牛のマ
ーケティングについて、生産段階から流通・
販売段階の問題点を検討し、マーケティング
とともに施設整備にも課題があることを明
らかにした。 

また、鹿児島県下において生産性が高く、
安定した収益を確保している養豚（黒豚専門
一貫）経営を調査し、①疾病の母子感染防止
のための母豚の分娩室への移動時の洗浄・消
毒、②疾病の水平感染防止のための各分娩室
専用の糞尿掻き出し鍬の設置、③防疫体制の
チェックと農場の清浄化を目的とした年 2回
衛生クリニックの受診、④疾病・事故を軽減
する余裕をもったスペースでの飼養管理と
いった疾病対策が生産性の高さ（母豚 1頭当
たりの肉豚販売頭数の多さ）に寄与している
ことを明らかにした。 
(7) わが国で最も早く花き部が開設された
仙台市中央卸売市場の市場年報の時系列分
析によって、沖縄県産のキクの月別市場占有
率と価格の動向を明らかにした。 
具体的には、沖縄県産のキクは本土復帰以降、
冬季温暖な気候を生かして需要が旺盛な年
末から彼岸の出荷を拡大し、この時期には全
国市場において独占的な地位を構築してい
るが、その過程で専門農協と総合農協が生産
面・販売面ともに非常に重要な役割を果たし
たこと、とくにチャーター便を使うなどの新
たな物流手段の導入と物流技術の改善が全
国展開を果たす上で決定的な役割を果たし
たことなどを明らかにした。 
(8) 畑作経営の展開における雇用労働力の
重要性とその制度のあり方、企業参入におけ
る収益性と地域への貢献との関係、またアメ

リカ、スペイン、ベトナム、中国における畑
作地帯、または条件不利地域における農業生
産と農産物の有利販売による限界地上権の
克服方策などが実態調査に基づいて明らか
にされた。 
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